（境内地、建物証明様式）

　　年　　月　　日

　広　島　県　知　事　　　様

事務所所在地　

宗教法人　「　　　　　　　　　　」
代表役員　　　　　　　　　　 　

証　　　　　　明　　　　　　願
　所有権移転（保存）登記の登録免許税非課税申請に必要ですから、次の土地・建物は、宗教法人法第３条の規定に相当し、宗教法人である「　　　　　」が専らその本来の用に供している土地・建物であることを証明してください。

　　物件の表示（土地・建物の登記事項証明書（全部事項証明書）の各欄を転記する）

　　　（土地）

　　　　　所　　在

　　　　　地　　番

　　　　　地　　目

　　　　　地　　積

　　　（建物）

　　　　　所　　在

　　　　　家屋番号

　　　　　種　　類

　　　　　構　　造

　　　　　 eq \o\ad(床面積,　　　　)
（境内地証明様式）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　広　島　県　知　事　　　様

事務所所在地　

宗教法人　「　　　　　　　　　　」　　　　代表役員　

証　　　　　　明　　　　　　願
　所有権移転（保存）登記の登録免許税非課税申請に必要ですから、次の土地は、
宗教法人法第３条の規定に相当し、宗教法人である「　　　　　」が専らその本来の

用に供している土地であることを証明してください。

　　物件の表示（土地の登記事項証明書（全部事項証明書）の各欄を転記する）

　　　（土地）

　　　　　所　　在

　　　　　地　　番

　　　　　地　　目

　　　　　地　　積

（建物証明様式）
　　年　　月　　日

　広　島　県　知　事　　　様

事務所所在地　

宗教法人　「　　　　　　　　　　」　　　　 代表役員　　　　　　　　　　 　
証　　　　　　明　　　　　　願
　所有権移転（保存）登記の登録免許税非課税申請に必要ですから、次の建物は、
宗教法人法第３条の規定に相当し、宗教法人である「　　　　　」が専らその本来の
用に供している建物であることを証明してください。

　　物件の表示（建物の登記事項証明書（全部事項証明書）の各欄を転記する）

　　　（建物）

　　　　　所　　在　
　　　　　家屋番号　
　　　　　種　　類　
　　　　　構　　造　

　　　　　 eq \o\ad(床面積,　　　　)　
添付書類一覧（登録免許税非課税証明）
　１　土地取得、建築理由書（必要性、用途等を具体的に詳しく）

　２　寄付証書又は売買契約書（写）

　　　　　　　　　　――― 上部に建物を建てない土地及び既存の建物の場合

	


　　　建築確認通知書（写）及び工事請負契約書（写）

　　　　　　　　　　――― 新築する建物、将来建物を建てる土地の場合

	
	


　３　土地登記事項証明書（全部事項証明書）、建物（保存登記の場合は表題部）の登記事項証明書（全部事項証明書）
　４　土地を取得あるいは建築することを決議した責任役員会議事録（写）

　　　内容により、公告を要するものについては、公告証明書

　５　地目が農地の場合は、農地転用許可書（写）

　６　周辺の地籍図（現在の境内地、境内建物及び今回申請地を明示する。）　

　７　図面　　付近の見取り図（案内図）

　　　　　　　配置図　―― 境内地内の建物の配置図上に、今回の対象建物を明示　写真に番号を入れ、撮影方向を明示
	


　 　　　　　平面図（使用状況が分かる建物の間取り図）写真に番号を入れ、撮影方向を図面上に明示
  ８　写真　 土地　――― 今回の申請区域及び地番を入れたもの、外観及び礼拝施設
	
	


　　　　　　　建物　―――　外観及び礼拝施設等、建物内部を数枚

　９　返信用封筒（宛先を記入し、切手を貼付）
　10　手数料　１件につき８００円
手数料納付方法は、申請書類受理後に手数料納付書を送付します。指定金融機関において振込後、払込証明書を学事課宛てに送付してください。 
※　県外で認証を受けた宗教法人が、広島県内に取得・建築した場合は、上記添付書類の他に次のものを１部提出

　　　(1) 宗教法人登記事項証明書（履歴事項全部証明書）
　　　(2) 所轄庁の認証を受けた規則（写）

        　（代表役員が原本と相違ない旨証明したもの）

（注意事項）

　　１　証明願は２部、添付書類は各１部提出すること。

　　２　証明願の上部及び下部については、それぞれ４㎝以上空白を設けること。

　　

　　３　書類は全て左綴じ、Ａ４版とする。

　　４　図面は、左に綴じしろをとり、Ａ４版に折る。

　　５　ケースに応じて、追加資料を要求する場合がある。
    ６  証明願の払込証明書確認後、送付します。
【送 付 先】〒730-8511　広島市中区基町10-52
          　広島県環境県民局学事課　文教グループ
【問合せ先】082-513-4496（FAX 082-227-2549）
駐車場の非課税証明について
～非課税となる駐車場～
①　宗教法人の宗教行事に参加する信者のための無料の駐車場であること。
②　参詣する信者数に比して広すぎないこと。
③　礼拝施設から遠すぎないこと。
④　既存の駐車場がないこと。または、駐車場がある場合は、その広さを考慮して新たな駐車場の必要性があること。
⑤　看板を設置すること。（例「宗教法人〇〇専用駐車場」）
（書式）

責　任　役　員　会　議　事　録

１　日　時　　　　年　　月　　日　　時　　分から　　時　　分まで

２　場　所　　

３　出席者　　代表役員　　氏　　名

　　　　　　　責任役員　　氏　　名

　　　　　　　責任役員　　氏　　名

４　議　題

（１）境内地を取得すること（境内建物を建築すること）について

（２）　……

５　議事経過

　代表役員○○○○が議長となって、出席者を確認し、議事に入った。

　議長より、……の理由により、次の境内地を取得（境内建物を建築（新築・増築等））したい旨説明し、……（以下、議事の経過を簡単に記す）……

　全員異議なく了承した。

（土地）　　　　　　　　　（建物）

　所在　　　　　　　　　　　所在

　地番　　　　　　　　　　　家屋番号

　地目　　　　　　　　　　　種類

　地積　　　　　　　　　　　構造

　　　　　　　　　　　　　　床面積

６　議決事項

（１）境内地を取得する（境内建物を新築（改築など）する）

（２）………………

　議長は、　　時　　分閉会を宣した。　

　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　宗教法人「　　　　　　　　　」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表役員「　　　　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　責任役員「　　　　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　責任役員「　　　　　　　　　　」

（注）代表役員及び責任役員の署名(自筆による)又は記名・押印を行う。
（書式）

公　　告　　文（写し）

	主要な境内建物の新築についての公告

　宗教法人「　　　　　　」規則第　条に定める手続を経て、下記のとおり、境内建物の新築をすることになりましたので、宗教法人法第２３条の規定によって公告します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　信者その他利害関係人各位

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　宗教法人「　　　　　　　　」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　氏　　　名　　　印

記

１　新築する建物の名称、建坪

２　新築の理由

３　所要経費及び支払方法

４　施工者

５　工事計画

６　その他




（書式）

公　　告　　証　　明　　書

　主要な境内建物の新築をするため、宗教法人法２３条の規定により、次のとおり公告しました。

１　公告の方法

　　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで　　日間、事務所の掲示場に掲示した。

２　公告文

　　別紙のとおり

　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　宗教団体「　　　　　　　」

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　氏　　　　名

上記の事実を確認したことを証明します。

　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　信者代表　　住　所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　
信者代表　　住　所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　
　　　　　　　　　　　信者代表　　住　所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　

（注）１　証明者は信者その他利害関係人３人以上が署名（自筆による）又は記名・押印すること。
２　期間計算は、公告を開始した日の翌日から起算する。
